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(57)【要約】
【課題】回路規模を低減する。
【解決手段】超音波診断装置は、送信手段と、超音波を
送信し、反射波を受信することで受信信号を発生する複
数の振動素子と、２以上の所定数の振動素子を単位とす
るグループ毎に１つ設けられた受信チャンネルで前記受
信信号を受信し、受信した前記受信信号に信号処理を施
す受信手段と、前記複数の振動素子それぞれ対して１つ
ずつ設けられ、前記複数の振動素子それぞれの接続先を
、前記送信手段又は前記受信手段に切り替え可能な切り
替え手段と、超音波の送信時に、少なくとも１つの振動
素子が前記送信手段に接続された状態となり、反射波の
受信時に、前記グループ毎に１つの振動素子が前記グル
ープ毎に対応する前記受信チャンネルに接続された状態
となるように前記切り替え手段を制御する制御手段と、
を備える。
【選択図】　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動信号を発生する送信手段と、
前記駆動信号に基づいて超音波を送信し、前記超音波に基づいて発生する反射波を受信す
ることで受信信号を発生する複数の振動素子と、
２以上の所定数の振動素子を単位とするグループ毎に１つ設けられた受信チャンネルで前
記受信信号を受信し、受信した前記受信信号に所定の信号処理を施す受信手段と、
前記複数の振動素子それぞれ対して１つずつ設けられ、前記複数の振動素子それぞれの接
続先を、前記送信手段又は前記受信手段に切り替え可能に構成される切り替え手段と、
前記超音波の送信時において、前記複数の振動素子のうち少なくとも１つの振動素子が前
記送信手段に接続された状態となるように前記切り替え手段を制御し、前記反射波の受信
時において、前記グループ毎に１つの振動素子が前記グループ毎に対応する前記受信チャ
ンネルに接続された状態となるように前記切り替え手段を制御する制御手段とを
備えることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記複数の振動素子は、所定方向に配列され、１つの前記グループに含まれる振動素子
同士は、前記グループの数より１少ない数の振動素子を挟んで前記所定方向に配列される
ことを特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、前記反射波の受信毎に、前記受信チャンネル毎に接続される振動素子
のうちの少なくとも１つを、同一グループ内の他の振動素子に変更するように前記切り替
え手段を制御することを特徴とする請求項２に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記送信手段は、前記複数の振動素子それぞれに対して１つずつ設けられた複数の送信
チャンネルと、前記駆動信号を発生し、前記複数の送信チャンネルそれぞれ対して前記駆
動信号を供給可能な駆動回路とを備え、
前記切り替え手段は、前記複数の振動素子それぞれの接続先を、前記複数の送信チャンネ
ルのうち対応する送信チャンネル又は前記複数の受信チャンネルのうちの対応する受信チ
ャンネルに切り替え可能に構成されることを特徴とする請求項１乃至３に記載の超音波診
断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、超音波プローブが備える複数個の振動素子の中から所定の振動素
子を選択駆動することにより被検体に対して超音波送受信を行う超音波診断装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、超音波プローブに内蔵された複数個の振動素子から発生する超音波
パルス（送信超音波）を被検体内の所定方向へ放射し、被検体組織の音響インピーダンス
の差異によって生ずる超音波反射波（受信超音波）を前記振動素子により電気信号な受信
信号に変換して表示部のモニタに表示するものである。
【０００３】
　複数個の振動素子へ供給する駆動信号やこれらの振動素子から得られる受信信号の遅延
時間を制御することにより超音波の送受信方向や集束点を電子的に制御することが可能な
近年の超音波診断装置では、超音波プローブを被険体の体表面等に接触させるだけの簡単
な操作で各種のリアルタイム画像データを容易に観察することができるため、生体臓器の
形態診断や機能診断に広く用いられている。
【０００４】
　特に、生体内の組織あるいは血球からの反射波により生体情報をリアルタイムで得るこ
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とが可能な超音波診断装置は、超音波パルス反射法と超音波ドプラ法の技術開発により急
速な進歩を遂げ、これらの技術を用いて得られるＢモード画像データやカラードプラ画像
データ等は、今日の超音波診断において不可欠なものとなっている。
【０００５】
　このような超音波診断装置では、通常、超音波プローブが有する複数個の振動素子の中
から選択された送信用振動素子及び受信用振動素子を用いて被検体に対する超音波送受信
を行う際、受信用振動素子の選択機能を有した第１の切り替え部（以下、受信チャンネル
切り替え部と呼ぶ。）及び受信部に設けられた上述の受信チャンネル切り替え部やプリア
ンプ等を送信部から出力される高電圧の駆動信号から保護するための第２の切り替え部（
以下、送受信モード切り替え部と呼ぶ。）が用いられる。
【０００６】
　図８は、従来の超音波診断装置において行われてきた送受信モード切り替え方法と受信
チャンネル切り替え方法の具体例を示したものであり、例えば、超音波プローブ２ｘが備
えるＮｘ個の振動素子の中から選択されたＮｔ（Ｎｔ≦Ｎｘ）個の送信用振動素子及びＮ
ｒ（Ｎｒ＜Ｎｘ）個の受信用振動素子を用いて被険体内の所定方向に対する超音波送受信
を行う場合、送信モードにおいて送信部３１ｘから出力されたＮｔチャンネルからなる高
電圧の駆動信号は、高耐圧のスイッチング素子等で構成された送受信モード切り替え部３
３ｘａを介して超音波プローブ２ｘが備えるＮｔ個の送信用振動素子へ供給され、これら
の送信用振動素子にて発生した送信超音波は被険体内へ放射される。
【０００７】
　このような送信モードにおいて送受信モード切り替え部３３ｘａは、Ｎｔチャンネルか
らなる送信部３１ｘの送信チャンネルと超音波プローブ２ｘの送信用振動素子とを接続し
、上述の送信チャンネルと受信部３２ｘとの接続を遮断することにより、送信部３１ｘが
発生する駆動信号から受信部３２ｘを保護する。
【０００８】
　一方、受信モードにおいて、上述の送信超音波の放射により被険体内から得られる受信
超音波は、超音波プローブ２ｘの振動素子によってＮｘチャンネルの電気信号（以下、受
信信号と呼ぶ。）に変換され、送受信モード切り替え部３３ｘａを介して受信部３２ｘへ
供給される。このとき、送受信モード切り替え部３３ｘａによって超音波プローブ２ｘの
振動素子と受信部３２ｘとは接続され、送信部３１ｘとの接続は遮断される。
【０００９】
　そして、Ｎｘチャンネルの受信信号が供給された受信部３２ｘの受信チャンネル切り替
え部３３ｘｂは、これらの受信信号の中から予め設定されたＮｒ個の受信用振動素子に対
応するＮｒチャンネルの受信信号を選択し、得られたこれらの受信信号はプリアンプ３２
１ｘ、Ａ／Ｄ変換器３２２ｘ及び整相加算部３２３ｘを介して図示しない受信信号処理部
等へ供給される。即ち、受信チャンネル切り替え部３３ｘｂにおける受信信号の選択によ
り超音波プローブ２ｘが備えるＮｘ個の振動素子の中からＮｒ個の受信用振動素子が選択
される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００５－５２３４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上述のように、受信チャンネル切り替え部によって超音波プローブが備える振動素子の
中から当該超音波送受信に用いる受信用振動素子を選択することができ、送受信モード切
り替え部によって受信部に設けられた上述の受信チャンネル切り替え部やプリアンプ等を
送信部の駆動信号から保護することが可能となる。
【００１２】
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　しかしながら、異なる機能を有する２つの切り替え部（即ち、受信チャンネル切り替え
部及び送受信モード切り替え部）を独立させて用いることにより、回路規模が大きくなる
のみならず、これらの切り替え部が備える切り替えスイッチのＯＮ抵抗や浮遊容量が増大
するため、受信信号の波形や感度が劣化するという問題点を有していた。
【００１３】
　本開示は、上述の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的の一つは、回路規模を
低減することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決するために、本開示の超音波診断装置は、駆動信号を発生する送信手段
と、前記駆動信号に基づいて超音波を送信し、前記超音波に基づいて発生する反射波を受
信することで受信信号を発生する複数の振動素子と、２以上の所定数の振動素子を単位と
するグループ毎に１つ設けられた受信チャンネルで前記受信信号を受信し、受信した前記
受信信号に所定の信号処理を施す受信手段と、前記複数の振動素子それぞれ対して１つず
つ設けられ、前記複数の振動素子それぞれの接続先を、前記送信手段又は前記受信手段に
切り替え可能に構成される切り替え手段と、前記超音波の送信時において、前記複数の振
動素子のうち少なくとも１つの振動素子が前記送信手段に接続された状態となるように前
記切り替え手段を制御し、前記反射波の受信時において、前記グループ毎に１つの振動素
子が前記グループ毎に対応する前記受信チャンネルに接続された状態となるように前記切
り替え手段を制御する制御手段と、を備えることを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本開示の実施形態における超音波診断装置の全体構成を示すブロック図。
【図２】本実施形態の超音波診断装置が備える送受信部の具体的な構成を示すブロック図
。
【図３】本実施形態のコンベックス走査に対応した超音波プローブにおける送信用振動素
子及び受信用振動素子の選択方法を示す図。
【図４】本実施形態の送受信部が備える切り替え部及び駆動信号発生部の具体的な回路構
成を示す図。
【図５】本実施形態の切り替え部及び駆動信号発生部の動作を説明するための図。
【図６】本実施形態の超音波診断装置が備える受信信号処理部の具体的な構成を示すブロ
ック図。
【図７】本実施形態における画像データの生成／表示手順を示すフローチャート。
【図８】受信チャンネルの切り替えと送信モード／受信モードの切り替えを独立した専用
の切り替え部を用いて行う従来の超音波診断装置を説明するための図。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照して本開示の実施形態を説明する。
【００１７】
（実施形態）
　以下に述べる本実施形態の超音波診断装置が備える送受信部は、超音波プローブが備え
るＮｘ個の振動素子の中から選択されたＮｔ（Ｎｔ≦Ｎｘ）個の送信用振動素子及びＮｒ
（Ｎｒ＜Ｎｘ）個の受信用振動素子を用いて被検体に対する超音波送受信を行う際、送信
用振動素子及び送信用振動素子の選択による送信チャンネル及び受信チャンネルの設定と
これらの送信チャンネル及び受信チャンネルに対する送信モード／受信モードの切り替え
を行う切り替え部と、送信モードの切り替え部を介し送信用振動素子に対してＮｔチャン
ネルの駆動信号を供給する送信部と、受信用振動素子から受信モードの切り替え部を介し
て得られたＮｒチャンネルの受信信号を整相加算する受信部を有している。
【００１８】
　尚、以下の実施形態では、コンベックス走査の超音波診断装置について述べるが、リニ
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ア走査やセクタ走査等の他の走査方式が適用された超音波診断装置であってもよい。
【００１９】
（装置の構成）
　本開示の実施形態における超音波診断装置の構成と機能につき図１乃至図６を用いて説
明する。但し、図１は、超音波診断装置の全体構成を示すブロック図であり、図２及び図
６は、この超音波診断装置が備える送受信部及び受信信号処理部の具体的な構成を示すブ
ロック図である。
【００２０】
　図１に示す本実施形態の超音波診断装置１００は、被検体の診断対象部位を含む撮影領
域に対して超音波パルス（送信超音波）を放射し前記撮影領域から得られた超音波反射波
（受信超音波）を電気信号（受信信号）に変換するＮｘ個の振動素子を有した超音波プロ
ーブ２と、送信超音波を放射するための駆動信号をＮｘ個の振動素子の中から選択したＮ
ｔ個の送信用振動素子へ供給し、上述したＮｘ個の振動素子の中から選択したＮｒ個の受
信用振動素子から得られるＮｒチャンネルの受信信号を整相加算する送受信部３と、整相
加算後の受信信号を処理して超音波データとしてのＢモードデータ及びカラードプラデー
タを生成する受信信号処理部４と、当該撮影領域に対する複数方向の超音波送受信（超音
波走査）によって得られた上述の超音波データに基づいて画像データを生成する画像デー
タ生成部５を備え、更に、画像データ生成部５によって生成された各種の画像データを表
示する表示部６と、被検体情報の入力、超音波データ収集条件や画像データ生成条件の設
定、各種指示信号の入力等を行う入力部７と、送信用振動素子／受信用振動素子の選択制
御や送信モード／受信モードの切り替え制御、更には、送信遅延時間／受信遅延時間の設
定制御等を行う走査制御部８と、上述の各ユニットを統括的に制御するシステム制御部９
とを備えている。
【００２１】
　以下に、本実施形態の超音波診断装置１００が備える上記ユニットの具体的な構成とそ
の機能について更に詳しく説明する。
【００２２】
　図１に示した超音波プローブ２は、図示しないＮｘ個の微小な振動素子をその先端部に
有し、これらの振動素子は、Ｎｘチャンネルの多芯ケーブルを介して送受信部３の切り替
え部３３に接続されている。振動素子は電気音響変換素子であり、送信時には送受信部３
から供給される電気的な駆動信号を送信超音波に変換し、受信時には被険体内の撮影領域
から得られる受信超音波を電気的な受信信号に変換する機能を有している。
【００２３】
　即ち、上述したＮｘ個の振動素子の中から選択されたＮｔ個の振動素子を送信用振動素
子として駆動することにより送信超音波が被険体内へ放射され、この送信超音波に基づい
て被検体内から得られた受信超音波は、Ｎｘ個の振動素子の中から選択されたＮｒ個の受
信用振動素子によってＮｒチャンネルの受信信号に変換される。
【００２４】
　次に、図２に示す送受信部３は、送信モードと受信モードを切り替えることにより受信
部３２を送信部３１から出力される大振幅の駆動信号から保護する機能とＮｘ個の振動素
子の中からＮｔ個の送信用振動素子及びＮｒ個の受信用振動素子を選択することにより当
該超音波送受信における送信チャンネル及び受信チャンネルを設定する機能を有した切り
替え部３３と、選択された上述の送信用振動素子に対してＮｔチャンネルの駆動信号を発
生する送信部３１と、選択された上述の受信用振動素子から得られるＮｒチャンネルの受
信信号を整相加算（即ち、所定方向から得られる受信超音波に対応した受信信号を位相合
わせして加算合成）する受信部３２を備えている。
【００２５】
　送信部３１は、送信遅延設定部３１１、駆動制御信号生成部３１２及び駆動信号発生部
３１３を備え、送信遅延設定部３１１は、走査制御部８の図示しない遅延時間制御部から
供給される遅延時間制御信号に従がって超音波プローブ２から放射される送信超音波を所
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定方向へ偏向するための偏向用遅延時間と所定距離に集束させるための集束用遅延時間と
に基づいた送信遅延時間を設定する。
【００２６】
　一方、駆動制御信号生成部３１２は、送信遅延設定部３１１から供給される送信遅延時
間の設定情報に基づいてＮｔ個からなる送信用振動素子の各々に対応した駆動制御信号を
生成し駆動信号発生部３１３へ供給する。
【００２７】
　駆動信号発生部３１３は、例えば、超音波プローブ２の振動素子数Ｎｘと同数のチャン
ネルからなる駆動回路を備え、走査制御部８の図示しない送受信チャンネル制御部から供
給される送信チャンネル制御信号に基づいてＮｘチャンネルの駆動回路の中からＮｔ個の
送信用振動素子に対応するＮｔチャンネルの駆動回路を選択する。そして、駆動制御信号
生成部３１２から供給される駆動制御信号に基づいて所定方向に対する送信超音波の放射
に対応した送信遅延時間と所定の振幅を有したＮｔチャンネルの駆動信号を生成し、切り
替え部３３を介して超音波プローブ２が備えるＮｔ個の送信用振動素子へ供給する。
【００２８】
　一方、送受信部３の受信部３２は、切り替え部３３によって選択されたＮｒ個の受信用
振動素子に対応するＮｒチャンネルのプリアンプ３２１及びＡ／Ｄ変換器３２２と、整相
加算部３２３を備え、プリアンプ３２１は、受信用振動素子から切り替え部３３を介して
供給されるＮｒチャンネルの微小な受信信号を所定の増幅度で増幅することによって十分
なＳ／Ｎを確保する。そして、プリアンプ３２１において増幅されたＮｒチャンネルの受
信信号はＡ／Ｄ変換器３２２にてデジタル信号に変換され整相加算部３２３へ供給される
。
【００２９】
　整相加算部３２３は、図示しない受信遅延設定部と加算部を有し、受信遅延設定部は、
Ａ／Ｄ変換器３２２においてデジタル信号に変換されたＮｒチャンネルの受信信号に対し
て所定方向に強い受信指向性を設定するための偏向用遅延時間と所定距離からの受信超音
波を集束するための集束用遅延時間に基づいた受信遅延時間を設定する。そして、加算部
は、上述の受信遅延時間が設定されたＮｒチャンネルの受信信号を加算合成（整相加算）
する。
【００３０】
　尚、送信部３１の送信遅延設定部３１１において設定される送信遅延時間や受信部３２
の整相加算部３２３において設定される受信遅延時間は、送信用振動素子及び受信用振動
素子の数や配列間隔、送受信方向、焦点距離等によって一義的に決定され、これらの遅延
時間は図示しない演算回路を用いて逐次算出してもよいが、図示しない遅延データ保管部
等にルックアップテーブルとして予め保管された各種遅延時間データの中から選択して用
いてもよい。
【００３１】
　送受信部３の切り替え部３３は、走査制御部８の図示しない送受信チャンネル制御部か
ら供給される送信チャンネル制御信号及び受信チャンネル制御信号と走査制御部８の図示
しない送受信モード切り替え制御部から供給されるモード切り替え制御信号に基づいて超
音波プローブ２が備えるＮｘ個の振動素子の中から選択されたＮｔ個の送信用振動素子及
びＮｒ個の受信用振動素子に対応する切り替えスイッチを制御することにより、送信モー
ドでは、駆動信号発生部３１３から出力されるＮｔチャンネルの駆動信号を超音波プロー
ブ２の送信用振動素子へ供給し、受信モードでは、超音波プローブ２の受信用振動素子か
ら供給されるＮｒチャンネルの受信信号を受信部３２のプリアンプ３２１へ供給する。
【００３２】
　この場合、送信モードにおける送信用振動素子の選択は、これらの振動素子に対応した
駆動信号発生部３１３の駆動回路を動作させると共に切り替え部３３の切り替えスイッチ
を用いて上述の駆動回路と送信用振動素子とを接続することによって行われ、受信モード
における受信用振動素子の選択は、切り替え部３３の切り替えスイッチを用いて上述の受
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信用振動素子とこれらの振動素子に対応した受信部３２のプリアンプ３２１とを接続する
ことによって行われる。
【００３３】
　ここで、コンベックス走査に対応した超音波プローブ２における送信用振動素子及び受
信用振動素子の選択方法につき図３を用いて説明する。尚、図３では、説明を簡単にする
ために超音波プローブ２が備えるＮｘ個の振動素子の中から５個の振動素子を送信用振動
素子及び受信用振動素子として選択する場合について述べるが、送信用振動素子と受信用
振動素子は共通である必要はなく、又、送信用振動素子と受信用振動素子の数や配列位置
は異なっていても構わない。
【００３４】
　即ち、図３に示すように、凸状の形態を有した超音波プローブ２の前面に沿って所定間
隔で配列されたＮｘ個の振動素子２１－１乃至２１－Ｎｘを用いてコンベックス走査を行
う場合、送受信部３の切り替え部３３は、例えば、第１の送受信期間（第１のレート期間
）において振動素子２１－１乃至２１－５を送信用振動素子及び受信用振動素子として選
択することにより、これらの振動素子の配列面に略垂直な第１の方向η１に対して超音波
送受信が行われる。次いで、第２の送受信期間では、振動素子２１－２乃至２１－６を送
信用振動素子及び受信用振動素子として選択することにより第２の方向η２に対する超音
波送受信が行われ、更に、送信用振動素子及び受信用振動素子を順次シフトさせながら同
様の手順を繰り返すことにより被険体内の撮影領域に対するコンベックス走査が行われる
。
【００３５】
　尚、本実施形態では、２以上の所定数の振動子のまとまりの単位をグループと表現する
ことがある。上記の「超音波プローブ２が備えるＮｘ個の振動素子の中から５個の振動素
子を送信用振動素子及び受信用振動素子として選択する場合」を例に挙げると、４個（＝
５個－１個）の振動素子を挟んで配列される複数の振動素子（例えば、図３における振動
素子２１－１、２１－６、・・・）が１つのグループに相当する。言い換えると、１つの
グループに含まれる振動素子同士は、グループ数より１少ない数の振動素子を挟んで所定
方向に配列される。
【００３６】
　次に、上述の送信用振動素子及び受信用振動素子を用いたコンベックス走査における駆
動信号発生部３１３及び切り替え部３３の具体的な構成と機能につき図４及び図５を用い
て説明する。但し、図４は、送受信部３が備える切り替え部３３と駆動信号発生部３１３
の具体的な回路構成を示したものであり、図５は、図３の第１の方向η１及び第２の方向
η２の超音波送受信における切り替え部３３の切り替えスイッチ及び駆動信号発生部３１
３の駆動回路の動作を示したものである。
【００３７】
　即ち、Ｎｘ個の振動素子２１－１乃至２１－Ｎｘを有した超音波プローブ２と、これら
の振動素子に対応するＮｘチャンネルの切り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－Ｎｘを制御
することにより当該超音波走査に使用する送信用振動素子及び受信用振動素子を選択する
切り替え部３３と、振動素子２１－１乃至２１―Ｎｘの中から選択された送信用振動素子
に対して駆動信号を供給するＮｘチャンネルの駆動回路を有した駆動信号発生部３１３を
示す図４において、例えば、振動素子２１－１乃至２１－５を用いて第１の方向η１に対
する超音波送受信を行う場合、駆動信号発生部３１３は、送信モードにおいて走査制御部
８の図示しない送受信チャンネル制御部から供給される送信チャンネル制御信号に基づい
てＮｘチャンネルの駆動回路Ｐ－１乃至Ｐ－Ｎｘの中から送信用振動素子２１－１乃至２
１－５に対応した駆動回路Ｐ－１乃至Ｐ－５を選択する。次いで、駆動制御信号生成部３
１２から供給される駆動制御信号に基づいて送信方向η１に対して送信超音波を放射する
ための送信遅延時間と所定の振幅を有した駆動信号を駆動回路Ｐ－１乃至Ｐ－５において
生成する。
【００３８】
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　そして、送信モードにおける切り替え部３３は、送信用振動素子２１－１乃至２１－５
に対応した切り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－５のプローブ側端子ｃ１乃至ｃ５と送信
部側端子ａ１乃至ａ５とを接続状態にすることにより、駆動回路Ｐ－１乃至Ｐ－５が出力
した５チャンネルの駆動信号は送信用振動素子２１－１乃至２１－５へ供給され、これら
の振動素子から被険体内の所定方向へ送信超音波が放射される。
【００３９】
　一方、受信モードにおける切り替え部３３は、受信用振動素子２１－１乃至２１－５に
対応した切り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－５のプローブ側端子ｃ１乃至ｃ５と受信部
側端子ｂ１乃至ｂ５とを接続状態にすることにより、受信用振動素子２１－１乃至２１－
５において検出された５チャンネルの受信信号は受信部３２のプリアンプ３２１へ供給さ
れる。
【００４０】
　このような手順によって振動素子２１－１乃至２１－５を送信用振動素子及び受信用振
動素子として用いた第１の方向η１に対する超音波送受信が終了したならば、振動素子２
１－２乃至２１－６を送信用振動素子及び受信用振動素子として用いた第２の方向η２に
対する超音波送受信、振動素子２１－３乃至２１－７を送信用振動素子及び受信用振動素
子として用いた第３の方向η３に対する超音波送受信・・・が同様の手順によって順次行
われる。
【００４１】
　この場合、第２の方向η２に対する超音波送受信では、第１の方向η１の超音波送受信
にて用いた振動素子２１－１の替りに振動素子２１－６が送信用振動素子及び受信用振動
素子として用いられ、第３の方向η３に対する超音波送受信では、第２の方向η２の超音
波送受信にて用いた振動素子２１－２の替りに振動素子２１－６が送信用振動素子及び受
信用振動素子として用いられる。
【００４２】
　このような振動素子の切り替えを繰り返すことによって被険体に対するコンベックス走
査を行う場合、送信用振動素子及び受信用振動素子として第１の方向η１の超音波送受信
において選択された振動素子２１－１に対応する切り替え部３３の切り替えスイッチＳｗ
－１及び駆動信号発生部３１３の駆動回路Ｐ－１と第２の方向η２の超音波送受信におい
て選択された振動素子２１－６に対応する切り替えスイッチＳｗ－６及び駆動回路Ｐ－６
の動作を図５に示す。
【００４３】
　即ち、第１の方向η１に対する超音波送受信の送信モードにおいて振動素子２１－１に
対応した切り替えスイッチＳｗ－１のプローブ側端子ｃ１は送信部側端子ａ１と接続され
、受信モードにおいて受信側端子ｂ１と接続される。このとき、切り替えスイッチＳｗ－
１の送信部側端子ａ１と接続された駆動信号発生３１３の駆動回路Ｐ－１は送信モードに
おいて動作状態となり、受信モードにおいて非動作状態となる。
【００４４】
　一方、上記超音波送受信の送信モード及び受信モードにおいて振動素子２１－６に対応
した切り替えスイッチＳｗ－６のプローブ側端子ｃ６は開放状態（Ｆ）あるいは送信部側
端子ａ６と接続され、駆動回路Ｐ－６は非動作状態となる。
【００４５】
　次に、第２の方向η２に対する超音波送受信の送信モードにおいて振動素子２１－６に
対応した切り替えスイッチＳｗ－６のプローブ側端子ｃ６は送信部側端子ａ６と接続され
、受信モードにおいて受信側端子ｂ６と接続される。このとき、切り替えスイッチＳｗ－
６の送信部側端子ａ６と接続された駆動信号発生３１３の駆動回路Ｐ－６は送信モードに
おいて動作状態となり、受信モードにおいて非動作状態となる。
【００４６】
　一方、上記超音波送受信の送信モード及び受信モードにおいて振動素子２１－１に対応
した切り替えスイッチＳｗ－１のプローブ側端子ｃ１は開放状態（Ｆ）あるいは送信部側
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端子ａ１と接続され、駆動回路Ｐ－１は非動作状態となる。
【００４７】
　尚、図４に示すように、５個の振動素子を送信用振動素子及び受信用振動素子として用
いた超音波送受信において、振動素子２１－１、２１－６、２１－１１・・・は受信用振
動素子として同時に選択されることがないため、これらの振動素子に対応する切り替えス
イッチＳｗ－１、Ｓｗ－６、Ｓｗ－１１・・・の受信部側端子ｂ１、ｂ６、ｂ１１・・・
を共通接続し、同様の理由により切り替えスイッチＳｗ－２、Ｓｗ－７、Ｓｗ－１２・・
・の受信部側端子、切り替えスイッチＳｗ－３、Ｓｗ－８、Ｓｗ－１３・・・の受信部側
端子を夫々共通接続することにより比較的複雑な回路構成を有する受信部３２のチャンネ
ル数を大幅に低減することができる。
【００４８】
　次に、図１の受信信号処理部４は、図６に示すように受信部３２の整相加算部３２３か
ら出力された整相加算後の受信信号を信号処理してＢモードデータを生成するＢモードデ
ータ生成部４１と、上述の受信信号を信号処理してカラードプラデータを生成するカラー
ドプラデータ生成部４２を備えている。
【００４９】
　Ｂモードデータ生成部４１は、整相加算部３２３から出力された受信信号に対して包絡
線検波を行う包絡線検波器４１１と、包絡線検波後の受信信号に対する対数変換処理によ
り小さな信号振幅が相対的に強調されたＢモードデータを生成する対数変換器４１２を備
えている。
【００５０】
　一方、カラードプラデータ生成部４２は、π／２移相器４２１、ミキサ４２２－１及び
４２２－２、ＬＰＦ（低域通過フィルタ）４２３－１及び４２３－２を備え、整相加算部
３２３から出力される受信信号を直交位相検波してＩ信号及びＱ信号からなる複素信号を
生成する。
【００５１】
　更に、カラードプラデータ生成部４２は、ドプラ信号記憶部４２４、ＭＴＩフィルタ４
２５及び自己相関演算器４２６を備え、直交位相検波によって得られた複素信号は、ドプ
ラ信号記憶部４２４に一旦保存される。一方、高域通過用デジタルフィルタであるＭＴＩ
フィルタ４２５は、ドプラ信号記憶部４２４に保存された上述の複素信号を読み出し、こ
の複素信号に含まれている臓器の固定反射体あるいは臓器の呼吸性移動や拍動性移動等に
起因したドプラ成分（クラッタ成分）を除去する。そして、自己相関演算器４２６は、Ｍ
ＴＩフィルタ４２５によって抽出された血流情報を示すドプラ成分（血流成分）の自己相
関値を算出し、更に、この自己相関値に基づいて得られた血流の平均流速値、分散値、パ
ワー値等を用いてカラードプラデータを生成する。
【００５２】
　図１へ戻って、画像データ生成部５は、図示しないＢモード画像データ生成部とカラー
ドプラ画像データ生成部を備え、Ｂモード画像データ生成部は、受信信号処理部４のＢモ
ードデータ生成部４１から時系列的に供給されるＢモードデータとその付帯情報である超
音波送受信方向のデータを図示しない自己の超音波データ記憶部に順次保存する。そして
、所定の撮影領域におけるＢモードデータの収集が完了したならば、上述の超音波データ
記憶部から読みだしたＢモードデータを送受信方向に対応させて再配列し、ノイズ低減や
輪郭強調を目的としたフィルタリング処理等を必要に応じて行うことにより２次元あるい
は３次元のＢモード画像データを生成する。
【００５３】
　同様にして、カラードプラ画像データ生成部は、受信信号処理部４のカラードプラデー
タ生成部４２から時系列的に供給されたカラードプラデータに基づいて２次元あるいは３
次元のカラードプラ画像データを生成する。
【００５４】
　一方、表示部６は、例えば、図示しない表示データ生成部、データ変換部及びモニタを
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備え、画像データ生成部５が生成したＢモード画像データやカラードプラ画像データを表
示する。例えば、表示データ生成部は、画像データ生成部５のＢモード画像データ生成部
が生成したＢモード画像データにカラードプラ画像データ生成部が生成したカラードプラ
画像データを重畳し、更に、被検体情報や超音波データ収集条件等の付帯情報を必要に応
じて付加し表示データを生成する。そして、データ変換部は、表示データ生成部が生成し
た表示データに対してＤ／Ａ変換やテレビフォーマット変換等の変換処理を行いモニタに
表示する。
【００５５】
　入力部７は、操作パネル上に表示パネルやキーボード、トラックボール、マウス、選択
ボタン、入力ボタン等の入力デバイスを備え、被検体情報の入力、超音波送受信条件を含
む超音波データ収集条件の設定、画像データ生成条件及び画像データ表示条件の設定、各
種コマンド信号の入力等を行う。特に、超音波データ収集条件の初期設定において走査方
式の選択及びこの走査方式に対応する超音波プローブの選択、検査モードの選択、送信用
振動素子数Ｎｔ及び受信用振動素子数Ｎｒの設定等が上述の入力デバイスを用いて行われ
る。
【００５６】
　尚、走査方式としてコンベックス走査、リニア走査、セクタ走査等があり、検査モード
としてＢモード、カラードプラモード、Ｍモード、スペクトラムドプラモード等がある。
又、被険体情報として、被険体名、被険体ＩＤ，性別、年齢、既往歴等があり、超音波デ
ータ収集条件として、送信用振動素子数及び受信用振動素子数、超音波周波数、走査線数
及び走査範囲、送信収束点及び受信収束点、レート（送受信繰り返し）周波数等がある。
【００５７】
　走査制御部８は、図示しない遅延時間制御部、送受信チャンネル制御部及び送受信モー
ド切り替え制御部を備えている。
【００５８】
　遅延時間制御部は、システム制御部９から供給される走査指示信号に基づき、当該被検
体の所定方向に対して超音波を送受信するための遅延時間制御信号を生成し、送信部３１
の送信遅延設定部３１１及び受信部３２の整相加算部３２３へ供給する。
【００５９】
　送受信チャンネル制御部は、システム制御部９から供給される走査指示信号に基づき、
送信用振動素子の選択（送信チャンネルの設定）とこれらの振動素子に対する駆動信号の
供給を制御する送信チャンネル制御信号を生成して送受信部３の切り替え部３３及び駆動
信号発生部３１３へ供給し、受信用振動素子の選択（受信チャンネルの設定）を制御する
受信チャンネル制御信号を生成して切り替え部３３へ供給する。
【００６０】
　一方、送受信モード切り替え制御部は、各々の送受信期間（レート期間）において生成
した駆動信号を送信用振動素子へ供給することによって送信超音波を被険体内へ放射する
送信モード期間とこの送信超音波に基づいて被険体内から得られる受信超音波を受信用振
動素子によって受信する受信モード期間との切り替えを制御するモード切り替え制御信号
を生成し、送受信部３の切り替え部３３へ供給する。
【００６１】
　システム制御部９は、図示しないＣＰＵと入力／設定情報記憶部を備え、入力／設定情
報記憶部には、入力部７において入力あるいは設定された各種の情報が保存される。そし
て、ＣＰＵは、上述の入力情報や設定情報に基づいて超音波診断装置１００の各ユニット
を統括的に制御し、送信用振動素子及び受信用振動素子を用いた当該被検体の撮影領域に
対する超音波送受信と、この超音波送受信によって得られる受信信号に基づいた画像デー
タの生成及び表示を実行させる。
【００６２】
（画像データの生成／表示手順）
　次に、本実施形態の超音波診断装置１００における画像データの生成／表示手順につき
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図７のフローチャートに沿って説明する。但し、以下でも走査方式としてコンベックス走
査を選択し、検査モードとしてＢモードのみを選択した場合における画像データの生成／
表示手順について述べるが、走査方式はリニア走査やセクタ走査等であってもよく、又、
検査モードはカラードプラモード、Ｍモード、スペクトラムドプラモード等であっても構
わない。
【００６３】
　当該被検体に対する超音波検査に先立ち、超音波診断装置１００を操作する医師等の医
療従事者（以下では、操作者と呼ぶ。）は、入力部７において被検体情報を入力し、更に
、走査方式としてコンベックス走査を選択した後、予め備えられた各種超音波プローブの
中から上述のコンベックス走査に対応した超音波プローブ２を選択する（図７のステップ
Ｓ１）。
【００６４】
　次いで、操作者は、入力部７において、検査モードとしてのＢモードの選択、このＢモ
ードに対応した送信用振動素子数Ｎｔ及び受信用振動素子数Ｎｒの設定をはじめとする超
音波データ収集条件の設定、更には、画像データ生成条件や画像データ表示条件等の設定
等を行った後（図７のステップＳ２）、当該超音波検査の走査開始指示信号を入力する（
図７のステップＳ３）。
【００６５】
　一方、入力部７からシステム制御部９を介して上述の走査開始指示信号を受信した走査
制御部８の遅延時間制御部は、当該コンベックス走査における最初の送受信方向η１を設
定し、この方向η１に対して超音波を送受信するための遅延時間制御信号を送信部３１の
送信遅延設定部３１１及び受信部３２の整相加算部３２３へ供給する（図７のステップＳ
４）。
【００６６】
　そして、送受信方向η１に対する遅延時間制御信号を受信した送信遅延設定部３１１は
、この制御信号に基づいてＮｔ個の送信用振動素子を駆動する際に必要な送信遅延時間（
即ち、送信超音波をη１方向へ偏向するための偏向用遅延時間と所定の距離に集束させる
ための集束用遅延時間）を設定し、同様にして、上述の遅延時間制御信号を受信した整相
加算部３２３の受信遅延設定部は、受信用振動素子から得られたＮｒチャンネルの受信信
号に対して与える受信遅延時間（即ち、η１方向に強い受信指向性を設定するための偏向
用遅延時間と所定深さからの受信超音波を集束するための集束用遅延時間）を設定する（
図７のステップＳ５）。
【００６７】
　そして、コンベックス走査の第１の送受信方向η１に対する送信遅延時間及び受信遅延
時間の設定が終了したならば、走査制御部８の送受信モード切り替え制御部から供給され
るモード切り替え制御信号と送受信チャンネル制御部から供給される送信チャンネル制御
信号を受信した送受信部３の切り替え部３３は、送信用振動素子２１－１乃至２１－Ｎｔ
に対応した切り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－Ｎｔを選択する。そして、これらの切り
替えスイッチのプローブ側端子ｃ１乃至ｃＮｔを送信部側端子ａ１乃至ａＮｔへ接続する
ことにより送信モードが選択され、更に、超音波プローブ２が備えるＮｘ個の振動素子の
中からＮｔ個の送信用振動素子２１－１乃至２１－Ｎｔが選択される（図７のステップＳ
６）。
【００６８】
　一方、超音波プローブ２の振動素子数Ｎｘと同数の駆動回路を備えた送信部３１の駆動
信号発生部３１３は、走査制御部８の送受信チャンネル制御部から供給される送信チャン
ネル制御信号に基づいて送信用振動素子２１－１乃至２１－Ｎｔに対応したＮｔチャンネ
ルの駆動回路Ｐ－１乃至Ｐ－Ｎｔを選択する。次いで、送信遅延設定部３１１によって設
定された上述の送信遅延時間に基づいて駆動制御信号生成部３１２が送信用振動素子単位
で生成した駆動制御信号を用いて上述の駆動回路Ｐ－１乃至Ｐ－Ｎｔを制御することによ
り、送受信方向η１に対する送信超音波の放射に必要な送信遅延時間と所定の振幅を有す
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るＮｔチャンネルの駆動信号を発生する（図７のステップＳ７）。
【００６９】
　そして、これらの駆動信号は、切り替え部３３の切り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－
Ｎｔを介して超音波プローブ２の送信用振動素子２１－１乃至２１－Ｎｔへ供給され、被
険体内の送受信方向η１に対して送信超音波が放射される。（図７のステップＳ８）。
【００７０】
　上記を換言すると、超音波の送信時において、走査制御部８は、超音波プローブ２が備
える複数の振動素子のうち少なくとも１つの振動素子が送信部３１に接続された状態とな
るように切り替え部３３を制御し、切り替え部３３は、当該少なくとも１つの振動素子と
送信部３１を接続させ、送信部３１は接続された当該少なくとも１つの振動素子に対して
駆動信号を供給し、当該少なくとも１つの振動素子は、送信部３１から供給された駆動信
号に基づいて超音波を発生する。
【００７１】
　被険体内のη１方向に対する送信超音波の放射が終了したならば、走査制御部８の送受
信モード切り替え制御部から供給されるモード切り替え制御信号と送受信チャンネル制御
部から供給される受信チャンネル制御信号を受信した送受信部３の切り替え部３３は、受
信用振動素子２１－１乃至２１－Ｎｒに対応した切り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－Ｎ
ｒを選択する。そして、これらの切り替えスイッチのプローブ側端子ｃ１乃至ｃＮｔを受
信部側端子ｂ１乃至ｂＮｒへ接続することにより受信モードが選択され、更に、超音波プ
ローブ２が備えるＮｘ個の振動素子の中からＮｒ個の受信用振動素子２１－１乃至２１－
Ｎｒが選択される（図７のステップＳ９）。
【００７２】
　一方、送受信方向η１へ放射された送信超音波の一部は、音響インピーダンスの異なる
被検体内の臓器境界面や組織にて反射し、超音波プローブ２に設けられた上述の受信用振
動素子２１－１乃至２１－ＮｒによってＮｒチャンネルの電気的な受信信号として検出さ
れる（図７のステップＳ１０）。
【００７３】
　次いで、これらの受信信号は、受信用振動素子の選択機能を有した切り替え部３３の切
り替えスイッチＳｗ－１乃至Ｓｗ－Ｎｒを介して受信部３２へ供給され、受信部３２のプ
リアンプ３２１において所定の大きさに増幅された後Ａ／Ｄ変換器３２２においてＡ／Ｄ
変換される。
【００７４】
　上記を換言すると、反射波の受信時において、走査制御部８は、グループ毎に１つの振
動素子が当該グループ毎に対応する受信チャンネルに接続された状態となるように前記切
り替え部３３を制御し、切り替え部３３は、当該グループ毎に１つの振動素子と当該グル
ープ毎に対応する受信チャンネルを接続させ、受信部３２は、当該グループ毎に１つ設け
られた複数の受信チャンネルで受信信号を受信し、受信した前記受信信号に所定の信号処
理を施す。
【００７５】
　一方、受信部３２の整相加算部３２３は、Ａ／Ｄ変換器３２２によってアナログ信号か
らデジタル信号へ変換されたＮｒチャンネルの受信信号を受信し、上述のステップＳ５に
おいて自己の受信遅延設定部が設定した受信遅延時間をＡ／Ｄ変換後の受信信号に与えて
加算合成（整相加算）する（図７のステップＳ１１）。
【００７６】
　そして、整相加算後の受信信号が供給された受信信号処理部４のＢモードデータ生成部
４１が備える包絡線検波器４１１及び対数変換器４１２は、この受信信号に対して包絡線
検波と対数変換を行ってＢモードデータを生成し、得られたＢモードデータは、画像デー
タ生成部５のＢモード画像データ生成部が備える超音波データ記憶部に送受信方向η１を
付帯情報として保存される（図７のステップＳ１２）。
【００７７】
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　上述の手順により、送受信方向η１に対する超音波送受信と、この超音波送受信によっ
て得られた受信信号に基づくＢモードデータの収集が終了したならば、送受信方向η１に
隣接した送受信方向η２、η３、・・・に対して上述のステップＳ４乃至ステップＳ１２
の手順を繰り返すことにより各々の送受信方向に対するＢモードデータの収集を行う（図
７のステップＳ４乃至ステップＳ１２）。
【００７８】
　尚、送受信方向がη２に設定された場合、切り替え部３３の切り替えスイッチＳｗ－２
乃至Ｓｗ－（Ｎｔ＋１）及びＳｗ－２乃至Ｓｗ－（Ｎｒ＋１）によって送受信方向η２に
対応した送信用振動素子２１－２乃至２１－（Ｎｔ＋１）及び受信用振動素子２１－２乃
至２１－（Ｎｒ＋１）が選択され、同様にして、送受信方向がη３、η４、・・・に設定
された場合、切り替えスイッチＳｗ－３乃至Ｓｗ－（Ｎｔ＋２）及びＳｗ－３乃至Ｓｗ－
（Ｎｒ＋２）、切り替えスイッチＳｗ－４乃至Ｓｗ－（Ｎｔ＋３）及びＳｗ－４乃至Ｓｗ
－（Ｎｒ＋３）、・・・によって各々の送受信方向に対応した送信用振動素子及び受信用
振動素子が選択される。そして、これらの切り替えスイッチが備えるプローブ側端子は送
信モードにおいて送信部側端子に接続され、受信モードにおいて受信部側端子に接続され
る。
【００７９】
　上記を換言すると、走査制御部８は、反射波の受信毎に、受信チャンネル毎に接続され
る振動素子のうちの少なくとも１つを、同一グループ内の他の振動素子に変更するように
切り替え手段を制御し、切り替え部３３は、反射波の受信毎に、受信チャンネル毎に接続
される振動素子のうちの少なくとも１つを、同一グループ内の他の振動素子に変更する。
【００８０】
　このように送受信方向を順次更新しながらステップＳ４乃至ステップＳ１２の手順を繰
り返すことにより、所定の撮影領域におけるＢモードデータの収集が終了したならば、画
像データ生成部５は、自己の超音波データ記憶部から読みだしたＢモードデータを送受信
方向に対応させて再配列し、ノイズ低減や輪郭強調を目的としたフィルタリング処理等を
必要に応じて行うことによりＢモード画像データを生成する。そして、得られたＢモード
画像データは、被険体情報や各種の検査情報（例えば、走査方式、検査モード、送受信条
件、画像データ生成条件等）を付帯情報として表示部６のモニタに表示される（図７のス
テップＳ１３）。
【００８１】
　以上述べた本開示の実施形態によれば、超音波プローブに設けられた複数個の振動素子
を選択駆動することにより被検体に対して超音波送受信を行う際、送受信部における受信
チャンネルの切り替えと送信モード／受信モードの切り替えを共通の切り替え部を用いて
行うことができる。このため、これらの切り替えを独立した専用の切り替え部を用いて行
う従来の方法と比較して切り替え部の構成が簡単となり、装置の小型化及び低価格化が容
易となるのみならず、切り替え部が備える切り替えスイッチのＯＮ抵抗や浮遊容量等に起
因した受信信号の感度劣化や波形劣化を低減させることができる。
【００８２】
　特に、超音波プローブの総振動素子数より少ない数の受信用振動素子及びこれらの受信
用振動素子に対応する受信チャンネルの受信部を用いた超音波送受信において受信チャン
ネルの切り替え機能と送信モード／受信モードの切り替え機能を備えた上述の切り替え部
を用いることにより、複雑な回路構成を有する受信部のチャンネル数を低減することがで
きる。
【００８３】
　又、超音波プローブの総振動素子数より少ない数の送信用振動素子及び受信用振動素子
を用いて所定方向に対する超音波送受信を行う際、高耐圧の切り替えスイッチを備えた上
述の切り替え部により、高電圧の駆動信号を供給する送信用振動素子の選択と微小な受信
信号を収集する受信用振動素子の選択を共通の切り替え部を用いて行うことができる。即
ち、上述の実施形態によれば、高耐圧の切り替えスイッチを備えた共通の切り替え部によ
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り送信用振動素子に対応した送信チャンネル及び受信用振動素子に対応した受信チャンネ
ルの切り替えと送信モード／受信モードの切り替えが可能となる。
【００８４】
　以上、本開示の実施形態について述べてきたが、本開示は、上述の実施形態に限定され
るものではなく、変形して実施することが可能である。例えば、上述の実施形態では、コ
ンベックス走査の超音波診断装置について述べたが、リニア走査やセクタ走査等の他の走
査方式が適用された超音波診断装置であってもよい。但し、セクタ走査では、図３に示す
ような送信用振動素子及び受信用振動素子を振動素子の配列方向に沿って切り替えること
によって超音波送受信方向を順次更新させる方法は行われない。しかしながら、コンベッ
クス走査やリニア走査等の他の走査方式と同様に、超音波プローブに対する受信超音波の
到達時刻に対応して受信用振動素子数（口径）を順次低減させることにより深さ方向に対
して比較的均一な受信ビーム幅を形成する、所謂、可変口径法(variable aperture techn
ique)が通常の超音波送受信において適用され、このような場合には、本実施形態のよう
な受信チャンネルの切り替えと送信モード／受信モードの切り替えを共通の切り替え部を
用いて行うことにより、装置の小型化や感度劣化の低減等が可能となる。
【００８５】
　又、上述の実施形態では、説明を簡単にするために、超音波プローブ２が備えるＮｘ個
の振動素子の中から選択された共通の振動素子を送信用振動素子及び受信用振動素子とし
て用い所定方向に対する超音波送受信を行う場合について述べたが、送信用振動素子と受
信用振動素子の数や配列位置は異なっていても構わない。
【００８６】
　更に、所定の送信用振動素子に対応する駆動信号発生部３１３の駆動回路を動作させる
ことにより送信チャンネルを設定する場合について述べたが、送信チャンネルの設定は切
り替え部３３の切り替えスイッチによって行うことも可能である。この場合も、送信用振
動素子に対応する切り替えスイッチのプローブ側端子は送信部側端子と接続され、送信用
振動素子に対応していない切り替えスイッチのプローブ側端子は開放あるいは受信部側端
子と接続される。
【００８７】
　一方、上述の実施形態では、Ｂモードデータ及びカラードプラデータを超音波データと
して収集する場合について述べたが、これに限定されるものではなく、Ｍモードデータや
スペクトラムドプラデータ等の他の超音波データであってもよい。
【００８８】
　尚、本実施形態及びその変形例の超音波診断装置１００に含まれる各ユニットは、例え
ば、ＣＰＵ、ＲＡＭ、磁気記憶装置、入力装置、表示装置等で構成されるコンピュータを
ハードウェアとして用いることでも実現することができる。例えば、超音波診断装置１０
０のシステム制御部９は、上記のコンピュータに搭載されたＣＰＵ等のプロセッサに所定
の制御プログラムを実行させることにより各種機能を実現することができる。この場合、
上述の制御プログラムをコンピュータに予めインストールしてもよく、又、コンピュータ
読み取りが可能な記憶媒体への保存あるいはネットワークを介して配布された制御プログ
ラムのコンピュータへのインストールであっても構わない。
【００８９】
　以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、
その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で種々
の省略、置き換え、変更を行うことができる。これらの実施形態やその変形例は、発明の
範囲や要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含
まれる。
【符号の説明】
【００９０】
２…超音波プローブ
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３…送受信部
３１…送信部
３２…受信部
３３…切り替え部
４…受信信号処理部
５…画像データ生成部
６…表示部
７…入力部
８…走査制御部
９…システム制御部
１００…超音波診断装置

【図１】 【図２】
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